
第4期山梨県医療費適正化計画の概要 R7.3月一部改定

○ 医療費適正化計画とは
・ 根拠法令 高齢者の医療の確保に関する法律
・ 計画期間 令和６年度から令和１１年度までの6年間

➤ 国の基本的方針に沿って、都道府県が策定

・ 記載事項 現状と課題、目標、施策（県民の健康の保持・増進・効率的な医療の提供）等

１ 基本的事項

施 策令和１１年度までの目標現状と課題医療費適正化の取組事項区分

○健診の必要性など、保険者協議会及び市町村等の
関係団体や事業者と連携した生活習慣病の予防に
関する普及啓発

○健診に携わる人材の質の向上
○市町村のデータヘルス計画に基づく保健事業

への支援

受診率 70％以上
○受診率 59.5％（H30）→６1.6%(R3)
➤ 受診率向上

特定健康診査

生活習慣病

県民の
健康の
保持・増進

実施率 45％以上
○実施率 25.1％(H30→２６．9%(R3)
➤ 実施率向上

特定保健指導

減少率 25％以上
（対Ｈ20年度比）

○減少率 9.1％(H30)→5.9%(R3)
➤ メタボ該当者及び予備群の減少率縮小

ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑ
該当者及び予備群

○未成年者への防煙教育
○受動喫煙防止の取り組み
○ＣＯＰＤ(慢性閉塞性肺疾患)に対する普及啓発

成人の喫煙率の減少
○喫煙率 ➤ 喫煙率減少

男性 24.2％(H30)→21.0％(R3)
女性 7.0%(H30)→ 5.5%(R3)

喫 煙

○罹患患者、未受診者等への受診勧奨の推進
○糖尿病性腎症重症化予防プログラムの推進
○慢性腎臓病(ＣＫＤ）対策の普及啓発

新規透析患者における糖尿病性腎
症患者の割合の減少

○新規透析患者の内、糖尿病性腎症患者の割合
42.1％(H30)→43.9％(R4)

➤ 糖尿病性腎症患者の割合減少

生活習慣病
重症化予防

○予防接種に関する正しい知識の普及啓発
○市町村への最新動向等の情報提供等の支援
○医師会や教育委員会等の関係機関と連携し、予防

接種実施率の維持・向上を図る

Ａ類疾病（麻しん・風しん等）
➤ 引き続き高い実施率を維持

Ｂ類疾病（インフルエンザ及び肺炎球菌感
染症）
➤ 適切な情報をもとに接種を受ける

ことができる環境を整備

○感染症のまん延防止や重症化の予防には、予防
接種実施率の維持・向上が必要

予防接種

○後期高齢者医療広域連合や国民健康保険団体連合会と連
携し、市町村の取組を支援

○フレイル予防等の支援スキル向上のための研修体制の整
備や、医療関係団体等との連携体制の構築に向けた支援

フレイル状態を把握し、フレイル予防

を実施する市町村数

22市町村（R4）→全市町村

○高齢者の低栄養、口腔機能、運動機能、認知機
能の低下等、疾病予防・介護予防に取り組む必要

高齢者の心身機能の低下等に起因し
た疾病予防・介護予防の推進

○がん検診、精密検査に関する正しい知識の普及啓発
各がん種別検診受診率 60％以上
各がん種別精密検査受診率 90％以上

○がん検診受診率 ➤ 受診率向上
胃がん 50.1%(H28)→57.0%(R4)
大腸がん 51.3%（H28）→55.4%（R4) 等

がん検診

○使用促進に向けた医療従事者に対する研修会の開催、市
町村や保険者協議会と連携した普及啓発

○県衛生環境研究所での試験検査による後発医薬品の品質
確認と結果公表

○バイオ後続品及び地域処方薬推奨リストに関する医療関係
者への周知

○県内に工場を置くメーカーにおける製造管理及び品質管
理の徹底を図り、後発医薬品の信頼性確保に取り組む

医薬品の安定的な供給を前提として、
後発医薬品 数量ベース ➤ 80%以上

金額ベース ➤ 65%以上
バイオ後続品 数量ベース➤バイオ医薬品

からバイオ後続品に80%以上置き
換わった成分数の割合：成分数全体
の60%以上（10/16品目）

○後続医薬品 ➤ 使用割合向上
数量ベース → 76.8% （R3NDBデータ ※効果額算定基準値）

金額ベース → 56.3% （R3NDBデータ ※効果額算定基準値）

○バイオ後続品 ➤ 使用割合向上
数量ベース → バイオ医薬品からバイオ後続品に80%

以上置き換わった成分数の割合：
成分数全体の31.3% （5/16品目）

（R3NDBデータ ※効果額算定基準値）

後発医薬品及びバイオ後続品の使用

効率的な
医療の提供

○かかりつけ薬剤師・薬局に関する普及啓発
○地域医療に貢献できるスキルの高い薬剤師の養成
○電子処方箋の普及啓発

かかりつけ薬剤師・薬局の定着
○医薬分業率 77.8(H30)→79.8%(R4)
➤ 医薬分業率向上

医薬品の適正利用
（多剤、重複服用及び残薬発生の防止）

○リフィル処方箋に関する地域の実情把握等を進めるととも
に、必要な取組を検討し、活用を推進

リフィル処方箋の活用を推進
○令和4年度の診療報酬改定において、リフィル処方箋
制度が創設され、取組を進める必要
➤ 患者の通院負担が減少及び医療の効率化

医療資源の効果的・効率的な活用

○医療と介護の連携による在宅医療の充実
○医師会と連携したかかりつけ医に関する普及啓発
○地域医療介護総合確保基金事業の促進

地域医療構想の推進

○切れ目のない医療と介護ｻｰﾋﾞｽの提供
➤ 高齢化による医療と介護の需要が増加

○高齢化に対応した医療提供体制の整備
➤ 将来不足が見込まれる回復期病床の確保

地域包括ケアシステムの構築等、医療機能の分化
連携、医療・介護の連携を通じた効果的・効率的
なサービス提供の推進

医療DXの推進 ➤ 電子版かかりつけ連携手帳などPHRを活用した取り組みを推進するとともに、医療機関等におけるデジタル化を推進「デジタル医療立県やまなし」の推進

【目的】 高齢化の進展する中、安全・安心の基盤である国民皆保険を堅持するため

①県民の健康の保持・増進による健康寿命の延伸 ②効率的な医療の提供

により、医療費の適正化を図る。

ＮＥＷ

がん
糖尿病
脳卒中
心血管疾患
など

○ 県民医療費は、R4に2,973億円と
なり、上昇傾向にある

○ その内、後期高齢者医療費は、R4
に1,171億円となり、県民医療費全
体の39%を占める

○ 県民ひとりあたりの医療費は、R4
に370千円となり、全国では額が低
い方から20番目であるが、上昇傾向

２ 県民医療費の推移

第３期計画策定時の
R４適正化効果額

推計▲34億円
実績▲78億円

第４期計画の
適正化効果額

適正化効果額▲３８億円の内訳

・生活習慣病（糖尿病）の重症化予防
▲ ２０億円

・後発医薬品 ▲6.8億円
・医薬品の適正利用（多剤、重複服用

及び残薬発生防止） ▲５.３億円等

計画策定時見込

▲３８億円

３ 計画のポイント

計画変更時見込

▲41億円

適正化効果額▲41億円の内訳

・生活習慣病（糖尿病）の重症化予防
▲ ２０億円

・後発医薬品 ▲9.8億円
・医薬品の適正利用（多剤、重複服用

及び残薬発生防止） ▲５.３億円等

さらに

44
億円
減少

注) 適正化効果額について

第3期の効果額実績について、診療
報酬改定等の影響により、推計よりも
さらに44億円減少したことを踏まえ、
第4期の効果額についても、変動する
可能性があります。

※国の推計ツールを使用（レセプト情報・調
剤費・推計患者数・人口推計・高齢化率等
の各種データを推計式に投入し、医療費
や効果額等を算出するもの）

４ 医療費の適正化効果額


